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Ⅰ  はじめに 
 






























Ⅱ  無形資産とはなにか：本稿で扱う無形資産の範囲 
 
  無形資産といったときに、まだ一般にはその示す範囲に隔たりがある。ここで
                         
1 無形資産についての議論と報告様式の分類については、 経済産業省 『通商白書 2004』 PP.58-115
他多くの文献がある。 
2 ９０年代の日本企業のイノベーション戦略と組織 ・ 人的資産の育成についての研究として三本




一般には無形資産は有形資産の対概念であり、英語では tangible  asset の対































                         
3 Edwards & Bell(1961」では、企業の生み出す将来キャッシュフローの割引現在価値から資産
の時価額を差し引いた概念を主観のれん（subjective  goodwill）と呼んでいる。   - 4 -














告書」 の作成を促すために、 デンマーク科学技術省 （Danish  Ministry  of  Science, 
Technology and Innovation ） が 「 知 的 資 本 報 告 書 に 関 す る ガ イ ド ラ イ ン
（Intellectual Capital Statement - The New Guideline ） 」 （以下、ガイドライ


















                         
4 デンマーク知的資本報告書については経済産業省『通商白書 2004』pp.84-92 が詳しい。 
5 Intellectual Capital Statement をここでは「知的資本報告書」と翻訳する。しかし、本ガ
イドラインでの Intellectual Capital は、本稿での知的資産に相当するので、報告書名称以外










知的経営資産の理念⇒経営課題   ⇒具体的行動計画 ⇒客観的チェックのための
指標 
knowledge    ⇒Management⇒   initiatives   ⇒    indicator 






さらに 「知的経営資産の理念」 を導くことを示している。 すなわちここでの矢印：
⇒は、具体的なプロセスとは必ずしもいえず、あるストーリーを示していると考
えられるのである。ここでのストーリーとは「正当化」のストーリーと呼んでも
よい。 その意味では、 この無形資産の分類方式は 「プロセス型」 というよりも 「ス
トーリー型」と呼んだほうが適切かもしれない 
 
  この方式の特徴は、 企業価値の創造を意識したもので、 投資家による比較とい






『通商白書 2004 年版』でかなりのページを割かれて説明されているので、 ここで
は説明は省略し、 『白書』に書かれていない視点を提示しておきたい。 
  本方式の特徴のうち、長所と考えられる点は以下の点である。 
①他の方式に比べて事務処理の手間がかからない。 
②企業の理念が各セクションや個人の日常業務に結び付けやすい。 
③企業経営者独特の直観に訴える。   - 6 -
④シンプルなツリー構造で、理解しやすく、利害関係者へも説明しやすい。利   
害関係者への説明資料に使える。 






















①将来の目標だけではなく、現在の状況についても記述し、対比できる形が好   
ましい。 
②過去の報告書の重要部分を掲載し、それらの達成状況について記述する。 

























○  人的資本：従業員の能力（資質、経験、能力、意欲など） 、経営者の能力（資
質、経験、能力、意欲など） 




  北欧の金融保険会社スカンディア社で開発された、 無形資産の分類、 活用方法











          知 的 財 産  
プロセス 
○関係構造資本：ネットワーク 
          ブ ラ ン ド    - 8 -
          顧 客
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３．企業の社会的責任に関する報告書   
  企業の社会的責任 ： corporate  social  responsibility ：CSR についての議論は、




                         
6 知的資本の分類はアクセル社パンフレットによる。 ちなみにスカンディア社の無形資産の分類
は以下の通りである。顧客，プロセス，革新と開発、人的一見違うようであるが、細部はほぼ等
しい。保険金融業という業種による差が出ているのである。   - 9 -
ある。 
  1990 年代の後半、 環境会計とそれを収録する環境報告書が多くの企業によって
作成された。この環境報告書は、企業の環境に対する影響についてかかれた報告






































































る企業もある。環境会計の「特質」を矛盾として切り捨てるのではなく、企業の  - 11 -
長期的価値創造力を高めるものとしてむしろ拡大していこうという方向性である。
そのようななかで、企業の環境への配慮を社会的責任という、より広い観点から
捕らえようという試みである CSR が浮上してきたのである。しかもそこでは CSR
は企業が社会に存在するための最低限の義務や責任を果たしているかということ
だけではなく、 長期的価値創造力を生み出す指標として捉えられているのである。  
 
２）CSR と企業の長期的価値創造力 
CSR の普及の現状、国地域別の CSR への考え方の相違、そして CSR と企業のパ
フォーマンスの関係についてはここでは特に述べない
7。ただし、ここでは企業の


















①上記のような CSR で配慮する項目は、知的資産で挙げられた項目と重複し   
ている。項目の類似。 
②また知的資産の企業の価値創造力への貢献のプロセスと CSR 項目の価値創   
造力への貢献プロセス・利用プロセスは類似している。プロセスの類似。 
③CSR 行動は、企業の特異性を明確にし、その長所を助長する。 
④CSR は企業のリスクマネジメントと関係が深い。リスクマネジメントの一   
つとして長期的価値創造力貢献が考えられる。 
資本・債券市場でも、CSR への配慮を行っている企業を選別した上で投資決定
                         
7  経済産業省『通商白書』2004、75ページ以降を参照されたい。   - 12 -









と Sustainability、S&P  によって評価(ランキング)がつけられている。これら
のランキングは SustainAbility.com で開示されている。 
  非財務報告書の内容や様式についてのガイドラインとしては、GRI(Global 
Reporting  Initiative)の発行したガイドラインがある。 また AA1000 というイギ





○フランス新経済規制法による CSR 規定 
○英国会社法による「企業活動財務報告書 












2001 年５月に成立したフランスの新経済法（Nouvelles  Regulations 
                         
8 CSRの価値創造への貢献プロセスの検討は、本稿では十分におこなれていない。リスクマネジ
メントとの関係については、 刈屋武昭(2005)の経済産業研究所の Discussion  Paper を参照され
たい。 
9  英国会社法による企業活動報告書（Operating and Financial Review） 、フランスの新経済法
（Nouvelles Regulations Economiques）については、以下のサイトを参照されたい。
www.opsi.gov.uk/si/si/2005/20051011.htm、









英国では会社法の改正により、 2005 年から従来の財務関連報告書に加えて、 「企















  GRI(Global  Reporting  Initiative)とは 1997 年に CERES(Coalition for 
Environmentally Responsible Economies)および国連環境計画の呼びかけで発足
した非政府組織である。 GRI が 2000 年に発行した持続可能性報告に関するガイド
ラインでは、経済・環境・社会のトリプルボトムラインが重視されている。その





社会：労働慣行および公正な労働条件 （雇用、 労使関係、 安全衛生、 教育訓練、
多様性と機会） 
      人権（戦略とマネジメント、差別対策、先住民の権利、組合結成と団体
交渉の自由、児童労働、強制義務労働、懲罰慣行、保安慣行）   - 14 -
      社会（地域社会、贈収賄と汚職、政治献金、競争と価格設定等） 



















































５．BSC（balanced score card） 
 
１）BSC の特徴 
  Balanced  Scorecard （以下BSC） は Harvard  Business  SchoolにおいてRobert 












一方スコアカードは、戦略目標（Strategic Objectives） 、成果尺度(Outcome 
Measure) 、目標値(Target)、実施項目(Initiatives)で構成され一覧性を確保し
たものである。企業のビジョンや全社的な戦略を実現するための戦略目標を策定
                         
10 バランス・スコアカードについては参考文献に挙げた Kaplan, R.S. and Norton, D.P 他の文
献を参照されたい。なお、value  chain  scoreboard、ISO14000 環境プロセス監査、コーポレ
ートガバナンスの際の検討項目なども、企業の無形資産に関係のある項目であるが、今回の DP
では、 これらについては検討を行わない。 これらの検討は、 企業にとって重要な無形資産項目の















  BSC は 1990年代初期の提唱時には、 企業の戦略的目標を達成するための多元的
な得点表とみなされていた（内野一樹（2005） 、P.246） 。しかし、その後、Kaplan
自身の改訂版（Kaplan, R.S. and Norton, D.P.(2001)）を含めて、現在では、戦
略を実現するための総合的なマネジメントシステムとして考えられている。 
 
現在まで 10数年を経る間に、 いくつかの解釈が加えられ、 複雑なものになりつ
つある。また論者やそれを用いる実務家・コンサルタント間で内容に差が出てき




るという側面は、すでに一般的になっていた Plan, Do, Check サイクルを意識し
た管理技法で培われた社内の技法を適応できるというメリットもある。 
 
  その意味では BSCを構成する個々の技術はとくに新しいものではなく、これま



















                         
11 バランス・スコア・カード（BSC）が急速に普及した理由は以下のように考えられる。その
第一の理由は、 BSCは社内外のマネージャーやコンサルタントがすでに手に入れている管理技法
の応用と組み合わせでできている点である。 それに加えて、 現代の現場が BSCを求めていたとい
う事情もある。 
  それでは BSCのどこが求められた点なのか、 また BSCはなぜそれに応えたることができたので
あろうか。 











力、 情緒状態、 各種状況を相互に把握でき、 明文化されたルールによる集団の規制を必要としな
い。 規定としてのルール設定は不効率な側面がある。 とくに創造的な人種にとっては、 もしくは
多くのルールは彼らの創造性を失わせてしまう。 もしくは多くの人が持つ創造性の芽は、 瑣末な
ルールによって摘まれてしまう。 うまく運営された小集団では、 相互の信頼感、 一体感により高
い効率性、創造性を発揮することが可能となる。 
  この仮説の説明と考察はここでは、 これ以上深く踏み込まない。 本稿の主題からそれてしまう
からである。 ただし、 この仮説はある管理技法の開発には示唆をあたえる。 それはある技法は厳




その内実を予感はさせ、 他組織と比較可能ではあるが、 その意味するところが明確には、 わから
























Ⅳ  無形資産分類方法の多様性 
 










  不可知論とは哲学の用語で agnosticism の翻訳である。一般には意識に与えら
















































図  無形資産の分離可能性 
 
分 離 可 能                         分 離 不 可 能  
←―――――――――――――――――――――――――――――→ 
特許権  ブランド  顧客資産      ノウハウ      組織価値  企業文化                 




















                         
12  山口不二夫（1998）(2000)を参照されたい。   - 21 -


















































































































































                         
13  公正価値評価とは、 将来収益の割引現在価値評価に資産の個別性を加味してえられる評価方





































との比較可能性も確保できる。ただし個別企業の特殊事情は盛り込めず、実態と  - 26 -
遊離する可能性がある。また経理担当者の自由裁量（経理自由の原則）を制限す
るとして業界団体は反対する。このことは無形資産情報の公開の場面でも当ては

































                         
14 1970 年代以降会計情報は投資家の意思決定のためである、 という意見が主流を占めるよう
になってきた。 当時、 情報処理機器の発達により安価に多種多量な情報が生産・伝達可能となる  - 27 -












































































                         
15  財務諸表保険については Ronen（2002） 、福井義高(2005)を参照のこと。 



































に難しい。 市場や個人の価値観とともに項目の急速な変化が想像されるのである。  
また、有形資産どうし、有形資産と無形資産の、また無形資産どうしのシナジ


























































































値(コミットメント)の 3 段表示とする。 
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